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1.  平成23年3月期第2四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第2四半期 2,456 6.8 402 110.3 344 26.5 166 6.8
22年3月期第2四半期 2,299 △18.3 191 518.9 272 ― 156 △70.3

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第2四半期 3,451.98 3,450.91
22年3月期第2四半期 3,214.34 3,212.09

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第2四半期 6,783 5,102 68.7 96,683.37
22年3月期 7,016 4,970 65.4 94,867.12

（参考） 自己資本   23年3月期第2四半期  4,660百万円 22年3月期  4,593百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無   

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 0.00 ― 1,800.00 1,800.00
23年3月期 ― 0.00
23年3月期 

（予想）
― 1,800.00 1,800.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 5,300 0.2 850 43.7 700 16.2 400 △27.6 8,288.78



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に
基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了していません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績等の見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいて
おり、実際の業績等は様々な要因によって大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定その他関連事項については、四半期決算短信［添
付資料］P.4「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.5「その他の情報」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期2Q 49,740株 22年3月期  49,740株
② 期末自己株式数 23年3月期2Q  1,534株 22年3月期  1,320株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期2Q 48,311株 22年3月期2Q 48,551株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当社グループの当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日）の業績は、売上高

2,456,589千円（前年同期比6.8％増）、営業利益402,167千円（同110.3％増）、経常利益344,523千円（同26.5％

増）、税金等調整前四半期純利益321,134千円（同19.4％増）、四半期純利益166,769千円（同6.8％増）となりま

した。 

 なお、営業利益が前年同期比大幅な増益となったのに対して経常利益、税金等調整前四半期純利益、四半期純利

益ではそれぞれ前年同期比若干の増益にとどまった要因は、前第２四半期連結累計期間において160,647千円の投

資有価証券売却益を営業外収益計上したのに対して、当第２四半期連結累計期間ではそのような多額の営業外収益

の計上がなかったことによります。 

 

 各セグメント別の業績概況は次のとおりであります。 

  

（経営コンサルティング事業） 

 経営コンサルティング事業の当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高1,698,822千円（前年同期比9.6％

増）、営業利益341,569千円（同41.9％増）となりました。 

 企業再生コンサルティングを中心としたコンサルティング案件の受注状況が引き続き堅調であったことから、

当初計画以上の業績を確保することができました。 

  

（資本・株式・株主に関するコンサルティング事業） 

 資本・株式・株主に関するコンサルティング事業の当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高290,678千円

（前年同期比4.7％増）、営業利益35,438千円（同37.1％減）となりました。 

 前年同期比では減益となりましたが、Ｍ＆Ａのファイナンシャルアドバイザリー業務、デューディリジェンス

業務、バリュエーション業務等の受注が計画通りに推移したことから、当初計画通りの業績は確保できました。 

  

（不動産コンサルティング事業） 

 不動産コンサルティング事業の当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高263,647千円（前年同期比37.2％

増）、営業利益80,551千円（同404.8％増）となりました。 

 引き続き厳しい不動産市況のもとではありましたが、大型不動産仲介案件の受注、及び物納コンサルティング

業務を中心とした幅広いコンサルティング案件の地道な積み上げにより、当初計画以上の業績を確保することが

できました。 

  

（ＦＰ関連事業）  

 ＦＰ関連事業の当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高290,206千円（前年同期比17.2％減）、営業損失

15,012千円（前年同期は1,822千円の営業利益）となりました。 

 主として法人マーケットでの主力商品ＡＦＰ（２級ＦＰ技能士）資格取得講座の受講者数減少に伴う売上低調

により、営業赤字に陥りました。 

  

（投資ファンド事業） 

 投資ファンド事業の当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高3,523千円（前年同期比67.0％増）、営業損失

32,424千円（前年同期は122,667千円の営業損失）となりました。 

 当第２四半期連結累計期間は、投資先株式の売却等による大きな投資損益は発生しておらず、経常的なファン

ド運用コストの計上により営業損失となりました。 

 キャピタルパートナー・二号ファンドでは、中長期的に保有する方針の投資先２社の企業価値向上支援活動に

引き続き注力してまいりました。 

 事業承継ファンドであるキャピタルソリューション壱号ファンドでは、１件、184,860千円を投資実行いたしま

した。平成22年９月末までの累計投資額は、計５件、679,996千円になりました。 

  

 なお、各セグメントの売上高には、セグメント間の内部売上高90,289千円（経営コンサルティング事業46,272千

円、資本・株式・株主に関するコンサルティング事業28,907千円、不動産コンサルティング事業8,736千円、ＦＰ関

連事業6,373千円）が含まれております。 

   

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報
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（２）連結財政状態に関する定性的情報 

＜キャッシュ・フローの状況＞ 

 当第２四半期連結累計期間における営業活動、投資活動、財務活動による各キャッシュ・フローの状況とそれら

の変動要因は次のとおりであります。 

  

（全体キャッシュ・フローの概要） 

 現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前四半期純利益が321,134千円となったこと、売

上債権の減少額が286,964千円、少数株主からの出資受入による収入が99,276千円あったこと等の資金増加要因が

あったものの、営業投資有価証券の増加額が184,860千円、その他の負債の減少額が247,424千円、法人税等の支払

額が100,548千円、敷金の差入による支出が253,421千円、貸付けによる支出が90,000千円、社債の償還による支出

が100,000千円、配当金の支払額が87,195千円あったこと等から391,022千円の資金減（前年同期は187,308千円の

資金増）となりました。その結果、当第２四半期連結累計期間の資金残高は、2,578,885千円になりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結累計期間における営業活動による資金の増加は、86,644千円（前年同期は231,383千円の資金

増）となりました。 

 これは、営業投資有価証券の増加額184,860千円（キャピタルソリューション壱号ファンドでの投資実行）、法

人税等の支払額100,548千円、その他の負債の減少額247,424千円（主として期末決算賞与の支払いによる未払費用

の減少）があった一方で、税金等調整前四半期純利益が321,134千円となったこと、売上債権の減少額286,964千円

があったこと等によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結累計期間における投資活動による資金の減少は、378,422千円（前年同期は82,567千円の資金

増）となりました。 

 これは、敷金の差入による支出253,421千円（主として本年11月に予定しているグループ全社の本社移転に伴う

敷金の支払）、貸付けによる支出90,000千円（当社グループ運営ファンド投資先への資金貸付）、有形固定資産の

取得による支出21,280千円があったこと等によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結累計期間における財務活動による資金の減少は、99,244千円（前年同期は126,642千円の資金

減）となりました。 

 これは、少数株主からの出資受入による収入99,276千円（当社グループ運営ファンドへの当社グループ外出資  

者からの出資金受入額）があった一方で、社債の償還による支出100,000千円、配当金の支払額87,195千円があっ

たこと等によるものであります。 
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（３）連結業績予想に関する定性的情報 

① セグメント別の状況 

（経営コンサルティング事業） 

 当期（通期）につきましては、引き続き企業再生コンサルティングニーズが高い状況にあることから、順調

な業績を確保することができると見込んでおります。 

 今後も企業再生コンサルティング対応体制をより一層強化するとともに確固たる営業基盤を構築してまいり

ます。そして事業承継、組織再編ニーズや病医院の経営改善ニーズ等にも対応できる体制を整備してまいりま

す。その上で更なるコンサルティングメニューの拡充を図り、中堅・中小企業はもとより企業再生ファンド等

の新規顧客先の開拓を積極的に展開してまいります。 

  

（資本・株式・株主に関するコンサルティング事業） 

  下半期も引き続き大手金融機関との営業ネットワークを拡大充実することにより、ワンストップ型のファイ

ナンシャルアドバイザリー業務等の受注は順調に推移するものと見込んでおります。   

 また、有為な人材を積極的に登用することにより、優良企業オーナーの事業承継・資産承継アドバイザリー

業務もワンストップ型で積極的に推進してまいります。 

 以上より、当期（通期）につきましては、前年度を上回る業績確保を目指してまいります。 

   

（不動産コンサルティング事業） 

 下半期も引き続き不動産市況は厳しいと予想されますが、物納コンサルティング業務、不動産有効活用コン

サルティング業務等、コンサルティング案件の受注状況は順調でありますので、当期（通期）につきましては

相応の利益確保ができるものと見込んでおります。 

  

（ＦＰ関連事業） 

 下半期も引き続きＦＰ教育研修事業環境は厳しく、先行きが不透明な状況であります。 

 当期（通期）につきましては、資格取得講座斡旋先企業の深掘りと新規マーケットの開拓促進、顧客ニーズ

を的確に捉えたオーダーメイド型実務研修の提案等を地道にかつスピーディに進めることにより、黒字確保を

目指してまいります。 

  

（投資ファンド事業） 

（a）キャピタルパートナー・二号ファンド 

 当期（通期）つきましては、中長期的に保有する方針の投資先２社の企業価値向上に引き続き注力してま

いります。なお、中長期的に保有する方針の投資先１社の株式に対し、前期（平成22年３月期）に多額の投

資損失引当金を計上し当該株式の実質帳簿価額が小さくなったこと、及び、もう１社につきましては再生が

見えつつある状況になっておりますので、今後は当ファンド及び投資ファンド事業会社において大きな損失

が発生することはないと見込んでおります。 

  

（b）経営コンサルティングの一環としての事業承継ファンド（キャピタルソリューション壱号ファンド） 

 今後も大手金融機関等の協力のもと、事業承継問題を抱えている優良な中堅・中小企業をターゲットに

し、投資リスクを最小限に抑えながら慎重に投資案件を発掘してまいります。 

   

② 連結業績予想 

 当第２四半期連結累計期間につきましては当初公表数値を上回る業績となりましたが、今後の経済環境の不透

明さから通期連結業績予想を変更するほどの状況にはないと見込んでおり、平成22年５月７日に公表した通期連

結業績予想数値に変更はありません。 

  

平成23年３月期の連結業績予想（平成22年５月７日公表）                 （単位：百万円）

   

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

通 期 5,300 850 700 400 
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（１）重要な子会社の異動の概要 

該当事項はありません。  

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

①固定資産の減価償却費の算定方法 

 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法 

によっています。 

②四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理 

 該当事項はありません。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

①資産除去債務に関する会計基準等の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号 平成20年３月31

日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日)を適

用しております。これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益および経常利益はそれぞれ502千円減少

し、税金等調整前四半期純利益が6,769千円減少しております。 

②たな卸資産の評価方法の変更 

 商品（販売用不動産を除く）の評価方法について、従来、先入先出法による原価法を採用しておりました

が、販売・在庫管理システム導入を契機として、より適正な期間損益計算を行うため、第１四半期連結会計期

間から総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に変更し

ております。この変更による当第２四半期連結累計期間の損益への影響は軽微であります。 

③表示方法の変更 

（四半期連結損益計算書）  

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５

号）の適用により、当第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前

四半期純利益」の科目で表示しております。 

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書） 

 従来より「敷金及び保証金の増減額」については、グループ全体の敷金差入額に対するＦＰ関連事業の講

座・研修教室にかかる敷金差入額の占める割合が高かったことから「営業活動によるキャッシュ・フロー」

で表示しておりましたが、その割合が低下したため、当第２四半期連結累計期間より「投資活動によるキャ

ッシュ・フロー」で表示することといたしました。 

  

２．その他の情報
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,578,885 2,969,907

受取手形及び売掛金 423,092 710,057

営業投資有価証券 971,995 787,135

投資損失引当金 △284,810 △284,810

営業投資有価証券（純額） 687,184 502,324

商品及び製品 23,323 18,957

原材料及び貯蔵品 1,158 1,498

繰延税金資産 326,152 369,225

その他 282,210 112,354

貸倒引当金 △2,298 △17,052

流動資産合計 4,319,709 4,667,272

固定資産   

有形固定資産 178,551 170,930

無形固定資産   

のれん 23,174 27,466

その他 7,847 7,573

無形固定資産合計 31,021 35,039

投資その他の資産   

投資有価証券 1,389,659 1,429,207

敷金及び保証金 469,819 229,813

繰延税金資産 194,751 285,110

その他 230,918 215,733

貸倒引当金 △34,348 △23,248

投資その他の資産合計 2,250,799 2,136,616

固定資産合計 2,460,373 2,342,586

繰延資産 3,173 6,594

資産合計 6,783,255 7,016,453

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 42,973 44,513

短期借入金 521,000 478,000

1年内償還予定の社債 400,000 400,000

未払法人税等 44,832 95,674

賞与引当金 71,842 65,928

返品調整引当金 272 938

その他 202,552 425,868

流動負債合計 1,283,473 1,510,923

固定負債   

社債 190,000 290,000

長期借入金 186,000 220,000

その他 20,907 25,317

固定負債合計 396,907 535,317

負債合計 1,680,380 2,046,240
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,599,538 1,599,538

資本剰余金 1,518,533 1,518,533

利益剰余金 1,769,265 1,689,807

自己株式 △226,503 △214,085

株主資本合計 4,660,833 4,593,793

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △114 △326

評価・換算差額等合計 △114 △326

新株予約権 20,056 17,789

少数株主持分 422,099 358,957

純資産合計 5,102,874 4,970,212

負債純資産合計 6,783,255 7,016,453
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（２）四半期連結損益計算書  
 （第２四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 2,299,886 2,456,589

売上原価 367,626 290,618

返品調整引当金戻入額 939 938

返品調整引当金繰入額 1,442 272

売上総利益 1,931,756 2,166,636

販売費及び一般管理費 1,740,579 1,764,468

営業利益 191,176 402,167

営業外収益   

受取利息 496 3,435

受取配当金 1,901 2,510

投資有価証券売却益 160,647 －

その他 7,169 8,894

営業外収益合計 170,214 14,840

営業外費用   

支払利息 11,452 9,067

投資事業組合運用損 8,606 7,970

持分法による投資損失 43,222 43,222

その他 25,956 12,224

営業外費用合計 89,237 72,484

経常利益 272,153 344,523

特別損失   

役員退職慰労金 － 7,000

事務所移転費用 － 4,585

固定資産除却損 － 5,536

投資損失引当金繰入額 3,379 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 6,267

特別損失合計 3,379 23,388

税金等調整前四半期純利益 268,774 321,134

法人税、住民税及び事業税 40,932 45,107

法人税等調整額 134,663 133,282

法人税等合計 175,596 178,390

少数株主損益調整前四半期純利益 － 142,743

少数株主損失（△） △62,881 △24,025

四半期純利益 156,059 166,769
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（第２四半期連結会計期間） 

（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 1,137,494 1,267,868

売上原価 215,247 159,831

返品調整引当金戻入額 1,691 949

返品調整引当金繰入額 1,442 272

売上総利益 922,495 1,108,713

販売費及び一般管理費 850,818 864,726

営業利益 71,676 243,986

営業外収益   

受取利息 434 3,305

受取配当金 1,901 2,510

投資有価証券売却益 30,681 －

その他 5,395 6,861

営業外収益合計 38,412 12,677

営業外費用   

支払利息 6,726 5,418

投資事業組合運用損 8,606 7,220

持分法による投資損失 21,611 21,611

その他 16,158 6,518

営業外費用合計 53,102 40,767

経常利益 56,987 215,895

特別損失   

事務所移転費用 － 4,585

固定資産除却損 － 5,536

投資損失引当金繰入額 3,379 －

特別損失合計 3,379 10,121

税金等調整前四半期純利益 53,607 205,774

法人税、住民税及び事業税 14,707 38,314

法人税等調整額 53,749 73,408

法人税等合計 68,456 111,723

少数株主損益調整前四半期純利益 － 94,051

少数株主損失（△） △52,305 △12,458

四半期純利益 37,457 106,509
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 268,774 321,134

減価償却費 15,157 11,948

のれん償却額 81 4,291

持分法による投資損益（△は益） 43,222 43,222

投資損失引当金の増減額（△は減少） 74,198 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,695 △3,653

賞与引当金の増減額（△は減少） 8,547 5,913

返品調整引当金の増減額（△は減少） 503 △665

受取利息及び受取配当金 △2,398 △5,945

支払利息 11,452 9,067

有形固定資産除却損 － 5,536

投資事業組合運用損益（△は益） 8,606 7,970

投資有価証券売却損益（△は益） △160,647 －

事務所移転費用 － 4,585

営業投資有価証券の増減額（△は増加） △185,046 △184,860

営業貸付金の増減額（△は増加） 100,000 －

売上債権の増減額（△は増加） 282,310 286,964

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,904 △4,026

敷金及び保証金の増減額（△は増加） 40,663 －

仕入債務の増減額（△は減少） 1,893 △1,540

その他の資産の増減額（△は増加） 44,591 △52,490

その他の負債の増減額（△は減少） △247,985 △247,424

小計 299,325 200,027

利息及び配当金の受取額 467 595

利息の支払額 △11,829 △9,024

事務所移転費用の支払額 － △4,405

法人税等の支払額 △56,580 △100,548

営業活動によるキャッシュ・フロー 231,383 86,644

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △6,038 △21,280

無形固定資産の取得による支出 － △1,000

投資有価証券の取得による支出 △57,000 △13,500

投資有価証券の売却による収入 197,944 －

投資有価証券からの分配による収入 20,567 4,900

関係会社投資有価証券の取得による支出 △80,880 －

貸付けによる支出 － △90,000

敷金の差入による支出 － △253,421

その他の支出 △2,040 △4,167

その他の収入 10,015 47

投資活動によるキャッシュ・フロー 82,567 △378,422
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △10,000 43,000

長期借入金の返済による支出 △16,000 △34,000

社債の償還による支出 △100,000 △100,000

少数株主からの出資受入による収入 102,389 99,276

自己株式の取得による支出 △13,700 △12,720

自己株式の処分による収入 － 106

配当金の支払額 △47,863 △87,195

少数株主への分配金の支払額 △38,667 △7,807

少数株主への配当金の支払額 △2,800 －

その他 － 96

財務活動によるキャッシュ・フロー △126,642 △99,244

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 187,308 △391,022

現金及び現金同等物の期首残高 2,241,523 2,969,907

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,428,832 2,578,885
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 該当事項はありません。  

  

〔事業の種類別セグメント情報〕 

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

（注）１．事業区分の方法については、内部管理上採用している区分によっており、サービス内容等に基づく事業戦

略単位により、経営コンサルティング事業、不動産コンサルティング事業、資本・株式・株主に関するコン

サルティング事業、投資ファンド事業、ＦＰ関連事業の５区分にしております。 

２．各事業の主な役務 

 (1) 経営コンサルティング事業：企業再生・経営・財務コンサルティング 

 (2) 資本・株式・株主に関するコンサルティング事業：上場支援コンサルティング、Ｍ＆Ａアドバイザリー

業務、バリュエーション業務 

 (3) 不動産コンサルティング事業：不動産コンサルティング、不動産仲介 

 (4) ＦＰ関連事業：ＦＰ等の講座販売、企業研修、保険コンサルティング 

 (5) 投資ファンド事業：投資事業組合等の組成・運営、投資業務 

  

〔所在地別セグメント情報〕 

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

〔海外売上高〕 

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  

経営コンサ
ルティング

事業 

(千円) 

資本・株式・株主

に関するコンサル

ティング事業 

（千円） 

不動産コン
サルティン
グ事業 

（千円） 

ＦＰ関連
事業 

（千円）

投資ファン
ド事業 

（千円） 

計 

（千円） 

消去又は
全社 

（千円） 

連結 

（千円） 

売上高                 

(1) 外部顧客に対す
る売上高 

1,526,536 239,961 186,299 344,980 2,108 2,299,886 － 2,299,886

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

22,672 37,483 5,861 5,793 － 71,810 △71,810 －

計 1,549,208 277,445 192,160 350,773 2,108 2,371,696 △71,810 2,299,886

営業利益又は営
業損失（△） 

240,689 56,359 15,954 1,822 △122,667 192,158 △981 191,176
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〔セグメント情報〕 

１．報告セグメントの概要  

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。 

 当社グループは、サービス内容等に基づく事業戦略単位により、「経営コンサルティング事業」、「資本・株

式・株主に関するコンサルティング事業」、「不動産コンサルティング事業」、「ＦＰ関連事業」及び「投資ファ

ンド事業」の５つを報告セグメントとしております。 

 「経営コンサルティング事業」は、企業再生・経営・財務コンサルティングを中心とした業務を行っておりま

す。「資本・株式・株主に関するコンサルティング事業」は、上場支援コンサルティング、Ｍ＆Ａアドバイザリー

業務、バリュエーション業務等を行っております。「不動産コンサルティング事業」は、不動産コンサルティン

グ、不動産仲介を中心とした業務を行っております。「ＦＰ関連事業」は、ＦＰ等の講座販売、企業研修、保険コ

ンサルティングを中心とした業務を行っております。「投資ファンド事業」は、投資事業組合等の組成・運営、投

資業務を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日） 

  

 ３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項） 

  

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

  重要な変動はありません。 

  

（追加情報） 

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３

月21日）を適用しております。  

  

著しい変動がないため記載を省略しております。 

  

  （単位：千円）

  

報告セグメント  

合計 
経営コンサル
ティング事業

資本・株式・株
主に関するコン
サルティング事

業 

不動産コンサ
ルティング事

業 
ＦＰ関連事業 

投資ファンド
事業   

売上高                                    

外部顧客への売上高 1,652,549 261,771 254,911 283,832  3,523 2,456,589

セグメント間の内部売上高又

は振替高 
46,272 28,907 8,736 6,373  － 90,289

計 1,698,822 290,678 263,647 290,206  3,523 2,546,878

セグメント利益又は損失（△） 341,569 35,438 80,551 △15,012  △32,424 410,122

  （単位：千円）

利益 金額 

報告セグメント計 410,122 

セグメント間取引消去 △7,954 

四半期連結損益計算書の営業利益 402,167 

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

TFPコンサルティンググループ㈱（4792)　平成23年3月期　第2四半期決算短信

13


